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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第62期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 38,834 40,033 50,534 74,908 86,667 

経常利益（百万円） 3,899 2,894 8,328 5,964 9,945 

中間（当期）純利益

（百万円） 
2,285 1,434 4,929 3,194 5,598 

純資産額（百万円） 24,411 26,442 48,969 25,134 30,771 

総資産額（百万円） 95,160 103,816 126,285 95,161 108,282 

１株当たり純資産額

（円） 
808.33 875.57 1,168.92 832.17 1,018.94 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
75.66 47.51 163.23 105.67 185.38 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 25.7 25.5 28.0 26.4 28.4 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
8,804 6,747 12,878 17,095 18,532 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
△5,550 △6,395 △18,954 △11,197 △18,336 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（百万円) 
△2,816 △1,451 6,791 △4,829 △1,126 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

（百万円） 

1,188 784 1,594 1,820 853 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者

数] 

2,559 

[585] 

2,653 

[685] 

2,807 

[816] 

2,548 

[595] 

2,758 

[748] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 33,076 33,484 42,695 65,246 72,557 

経常利益（百万円） 2,357 962 5,308 4,442 4,403 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,406 465 5,191 2,807 3,760 

資本金（百万円） 11,636 11,636 11,636 11,636 11,636 

発行済株式総数（千株) 30,200 30,200 30,200 30,200 30,200 

純資産額（百万円） 26,856 28,233 36,374 27,926 31,412 

総資産額（百万円） 81,202 90,087 104,517 81,755 91,742 

１株当たり配当額

（円） 
5.00 5.00 8.00 10.00 12.00 

自己資本比率（％） 33.1 31.3 34.8 34.2 34.2 

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

1,998 

[527] 

2,032 

[623] 

2,036 

[694] 

2,002 

[537] 

2,023 

[657] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、有期社員を含む。）は

［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、有期社員を含む。）は[ ]内に当中間会計期間の平均人員

を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

シリコンウェーハ 2,696 [694] 

その他 111 [122] 

合計 2,807 [816] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 2,036 [694] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の国内経済は、原油価格の高騰等による景気への影響が懸念されたものの、企業収益の向上

を背景に民間設備投資が増加し、また、雇用情勢の改善が進み、個人消費も緩やかに増加する等、景気は拡大基調

を辿りました。 

 当社グループのお客さまである半導体業界においては、パソコンや携帯電話の底堅い需要に加え、薄型テレビや

携帯音楽プレーヤーに代表されるデジタル家電向けの半導体需要が増加する等、市況は堅調に推移しました。 

 当社グループが属するシリコン業界においては、半導体市場に連動し、ウェーハの出荷数量は過去最高の水準と

なり活況を呈しましたが、その一方では、原材料であるポリシリコンの価格上昇や、原油価格の高騰に伴う諸資材

価格の上昇により、コスト増を余儀なくされました。 

 このような事業環境のもと、当社グループは、国内外のお客さまの要求にきめ細かく対応した販売活動を積極的

に展開しました。主力商品である200mmウェーハについては、アニールウェーハ、エピタキシャルウェーハを中心

に半導体の微細化に対応した高品質ウェーハの商品競争力の強化を図り、ディスクリート用ウェーハについても、

お客さまの高品質化・大径化の要求に対応しつつ、車載用半導体など成長市場への参入と拡販に努めました。 

 台湾子会社のFormosa Komatsu Silicon Corporation (ＦＫＳ) においては、お客さまから高い評価をいただい

ている200mmのアニールウェーハを中心に、台湾、中国のマーケットに安定的に供給し、業績の向上を図ることが

できました。 

 300mmウェーハについては、長崎、宮崎両工場合わせて月産７万５千枚の現有能力をさらに引き上げるべく、生

産効率の改善による能力増強を図りました。また、ＦＫＳについては、現在構築中の300mmウェーハ生産ライン

を、平成20年春までに月産10万枚規模に増強することを決定し、グループワイドで生産能力の拡充を推進するとと

もに、引き続き品質向上と拡販に努めました。 

 この結果、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高505億34百万円（前年同期比26.2％増）となり、そのう

ち、国内は223億84百万円（同21.2％増）、海外は281億50百万円（同30.5％増）となりました。損益面では、原材

料や諸資材価格の上昇により、コスト面で、大変厳しい状況にあったものの、売上の増大に加え、総コストの低減

活動等の効果により、経常利益83億28百万円（同187.8％増）、中間純利益49億29百万円（同243.6％増）を計上

し、売上高、利益とも過去最高となりました。 

 なお、単独の業績は、売上高は426億95百万円（同27.5％増）となり、そのうち国内は215億15百万円、（同

20.5％増）、海外は211億80百万円（同35.6％増）となりました。損益面では、経常利益53億８百万円（同451.4％

増）、中間純利益は51億91百万円（前年同期４億65百万円）を計上し、増収増益となりました。 

 当社グループの事業は、シリコンウェーハの製造・販売を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類

別セグメントは作成しておりません。 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

 国内は、半導体市況が好調なことにより、売上高は435億65百万円（前年同期比27.8％増）となり、営業利益

は56億２百万円（同389.1％増）となりました。 

② アジア 

 台湾の子会社ＦＫＳは、市況が好調なこと及び高付加価値のアニールウェーハの寄与により、売上高は106億

13百万円（同26.2％増）となり、営業利益は20億38百万円（同59.3％増）となりました。 

③ 欧州 

 ベルギーの販売子会社の売上高は23億82百万円（同28.2％増）、営業利益は８百万円（前年同期０百万円）と

なりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、後述の各増減要因により、15億94百万円（期首残高比７億

41百万円増）となりました。 

 なお、当中間期のフリー・キャッシュ・フローは、△60億76百万円（前年同期比64億28百万円減）となりまし

た。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、128億78百万円（同61億30百万円増）となりました。 

 主な要因は、税金等調整前中間純利益の83億79百万円（同57億７百万円増）、及び減価償却費の56億35百万円

（同88百万円減）であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、△189億54百万円（同125億59百万円増）となりました。 

 主な要因は、有形固定資産の取得の△150億75百万円（同83億２百万円増）、及び短期貸付金の増加△38億円

（同11億96百万円増）であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、67億91百万円（同82億43百万円増）となりました。 

主な要因は、短期借入金の増加23億39百万円、及び少数株主からの増資払い込みの46億64百万円であります。 

（注） フリー・キャッシュ・フローは、以下の計算式を使っております。 

〔フリー・キャッシュ・フロー〕＝〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

＋〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

シリコンウェーハ 37,198 13.2 

その他 － － 

合計 37,198 13.2 

事業部門の名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

シリコンウェーハ 48,050 17.5 7,327 △12.5 

その他 905 24.5 0 0.0 

合計 48,956 17.6 7,327 △12.5 

事業部門の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

シリコンウェーハ 49,628 26.3 

その他 905 24.5 

合計 50,534 26.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額(百万円) 割合（％） 金額(百万円) 割合（％） 

コマツシリコンアメリカ㈲ 6,827 17.1 8,697 17.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、ますます高集積化、大容量化、微細化する半導体のデバイスメーカーからの要求に応えて、高品

質なシリコンウェーハを提供して行くため、シリコン単結晶引き上げ、ウェーハ加工、アニール処理、エピタキシャ

ル成長等の各技術やその評価技術及び300㎜ウェーハを含む次世代ウェーハの研究開発に取り組んでおります。 

 研究開発活動は当社技術本部を中心に推進しております。技術本部では製品設計から技術開発、量産導入と品質保

証に至るまでの一貫した研究開発体制を強化し、顧客プロセスにマッチした特長ある高品質シリコンウェーハの開

発・商品化を推進しております。 

 これらの研究開発活動によって、結晶欠陥の少ないシリコン単結晶、高品質エピ・アニールウェーハ、高平坦度・

高清浄度ウェーハ、高品質300㎜ウェーハ等の技術・商品開発を進展させております。 

 当中間連結会計期間の研究開発費総額（一般管理費、製造費用に含まれる研究開発費）は、27億２百万円となって

おります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設についての変更は次のとおりであり

ます。なお、新たに確定した重要な設備の拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

(1）新設 

会社名 
事業所名 

所在地 事業部門 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

本社・長崎 

工場 

長崎県 

大村市 

シリコン 

ウェーハ 

300mmシリコ

ンウェーハ 

生産設備増設 

21,000 － 
自己資金

等 

平成19年 

６月 

平成20年 

３月 
50％増加 

Formosa  

Komatsu  

Silicon  

Corporation 

麥寮工場 

台湾 

雲林縣 

シリコン 

ウェーハ 

300mmシリコ

ンウェーハ 

生産設備増設 

17,000 － 

増資資金

及び自己

資金 

平成19年 

１月 

平成20年 

３月 
100％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 30,200,000 同左 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 30,200,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日  
－ 30,200,000 － 11,636 － 12,824 



(4）【大株主の状況】 

 （注） １.日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式は、全数が信託業務に係る株式であります。 

２.フィデリティ投信株式会社から、平成18年10月13日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により、

平成18年9月30日現在で2,652,300株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社では期末時点にお

ける同社の所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の変更報告書の内容は、以下のとおりであります。 

大量保有者     フィデリティ投信株式会社 

住所        東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山トラストタワー 

保有株式等の数   2,652,300株 

株券等保有割合   8.78％  

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂２丁目３－６ 18,702 61.93 

ジェーピー モルガン チェース バンク 385067 

（常任代理人株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD,ENGLAND  

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

1,125 3.73 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11－３ 944 3.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－11 380 1.26 

コマツ電子金属従業員持株会 長崎県大村市雄ヶ原町1324－２ 359 1.19 

シーエムビーエル エスエー リ ミューチャル ファンド 

（常任代理人株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC２P ２HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

308 1.02 

クレデイ スイス ルクセンブルグ エスエー デポジ

タリー バンク 

（常任代理人株式会社東京三菱銀行カストディ業務部） 

56, GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 
289 0.96 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 272 0.90 

コマツ電子金属協力会持株会 長崎県大村市雄ヶ原町1324－２ 253 0.84 

チェース マンハッタン バンク ジーティーエス クライ

アンツ アカウント エスクロウ 

（常任代理人株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

５TH FLOOR,TRINITY TOWER ９,THOMAS 

MORE STREET LONDON,E1W １YT,UNITED 

KINGDOM 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

225 0.75 

計 － 22,860 75.70 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が41,900株含まれております。 

なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数419個が含まれておりませ

ん。 

②【自己株式等】 

 （注） 自己株式等については、単元未満のため、記載を省略しております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,199,400 301,575 － 

単元未満株式 普通株式     600 － － 

発行済株式総数 30,200,000 － － 

総株主の議決権 － 301,575 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

コマツ電子金属株式会社 
長崎県大村市雄ヶ原

町1324－２ 
－ － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,420 3,230 3,250 3,350 4,300 4,720 

最低（円） 2,910 2,850 2,560 2,620 3,140 4,030 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

（1）新任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日 

取締役 － 廣瀬 豊 昭和21年６月27日生 

昭和44年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成12年６月 同社常務執行役員 

株式会社シリコン ユナイテッド  

マニュファクチュアリング 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）監査役

平成14年２月 三菱住友シリコン株式会社 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）常務取

締役 

平成16年４月 同社専務取締役 

平成17年４月 同社取締役 兼 専務執行役員

（現任） 

平成18年10月 当社顧問 

平成18年12月 当社取締役 兼 副社長執行役員

（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

取締役 － 村松 祐一 昭和20年６月24日生 

昭和44年４月 三菱金属鉱業株式会社 

（現 三菱マテリアル株式会社）入

社 

平成12年６月 三菱マテリアルシリコン株式会社 

取締役 

平成13年６月 株式会社シリコン ユナイテッド  

マニュファクチュアリング 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）取締役

平成14年２月 同社常務取締役 

平成16年４月 同社専務取締役 

平成17年４月 同社取締役 兼 専務執行役員

（現任） 

平成18年３月 同社営業本部長（現任） 

平成18年12月 当社取締役（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

取締役 － 志田 善明 昭和22年３月27日生 

昭和46年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成13年６月 同社技監 

平成16年４月 三菱住友シリコン株式会社 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）統括 

平成17年４月 同社常務執行役員 

平成18年３月 同社専務執行役員、生産 兼 技

術本部長（現任） 

平成18年４月 同社取締役（現任） 

平成18年12月 当社取締役（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

監査役 － 彌永 一二三 昭和27年３月７日生 

昭和49年４月 三菱金属株式会社 

（現 三菱マテリアル株式会社）入

社 

平成14年２月 三菱住友シリコン株式会社 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）企画室

担当部長 

平成15年４月 同社企画室長 

平成17年４月 同社執行役員 

平成18年３月 同社常務執行役員（現任） 

平成18年４月 同社取締役（現任） 

平成18年12月 当社監査役（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

 



 （注）１．取締役 村松祐一、志田善明の両氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 彌永一二三、角谷英美並びに飯田文雄の３氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

（2）退任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日 

監査役 － 角谷 英美 昭和26年１月４日生 

昭和49年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成14年２月 三菱住友シリコン株式会社 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）グルー

プ事業部長 

平成15年４月 同社経営管理部長 

平成17年４月 同社執行役員 

平成18年３月 同社常務執行役員（現任） 

平成18年12月 当社監査役（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

監査役 － 飯田 文雄 昭和21年１月１日生 

昭和44年４月 三菱金属鉱業株式会社 

（現 三菱マテリアル株式会社）入

社 

平成９年11月 同社監査室長 

平成11年７月 株式会社シリコン ユナイテッド  

マニュファクチュアリング 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）常勤監

査役 

平成14年２月 ジャパンスーパークォーツ株式会

社取締役 

平成15年１月 同社常務取締役 

平成16年４月 三菱住友シリコン株式会社 

（現 株式会社ＳＵＭＣＯ）常勤監

査役（現任） 

平成18年12月 当社監査役（現任） 

－ 
平成18年 

12月22日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役  － 藤塚 主夫 平成18年12月22日 

取締役  － 鈴木 康夫 平成18年12月22日 

監査役  － 淵上 正朗 平成18年12月22日 

監査役  － 中村 眞 平成18年12月22日 

監査役  － 山根 宏輔 平成18年12月22日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   784   1,594   626  

２ 受取手形及び売掛金 ※３  16,926   21,205   18,835  

３ 有価証券   －   －   226  

４ たな卸資産   13,766   16,324   15,146  

５ 繰延税金資産   808   1,165   1,003  

６ その他   6,411   7,191   3,879  

貸倒引当金   △38   △55   △43  

流動資産合計   38,660 37.2  47,425 37.6  39,675 36.6 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※１ 34,526   34,909   34,808   

減価償却累計額  20,560 13,966  21,799 13,109  21,214 13,593  

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 162,039   166,783   165,936   

減価償却累計額  124,132 37,906  133,275 33,508  129,732 36,204  

(3）土地   3,310   3,643   3,316  

(4）建設仮勘定   2,073   20,853   7,637  

(5）その他 ※１ 3,240   3,204   3,146   

減価償却累計額  2,740 500  2,723 481  2,648 467  

有形固定資産合計   57,756 55.6  71,596 56.7  61,220 56.6 

２ 無形固定資産   1,015 1.0  742 0.6  880 0.8 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   277   336   347  

(2）繰延税金資産   5,932   5,969   5,976  

(3）その他   178   218   186  

貸倒引当金   △4   △4   △4  

投資その他の資産合計   6,384 6.2  6,520 5.1  6,506 6.0 

固定資産合計   65,156 62.8  78,859 62.4  68,607 63.4 

資産合計   103,816 100.0  126,285 100.0  108,282 100.0 

            
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※３  11,317   15,113   12,839  

２ 短期借入金   25,319   24,070   23,162  

３ 未払金   7,066   6,207   5,805  

４ 未払法人税等   222   2,384   1,440  

５ 賞与引当金   1,444   1,937   1,448  

６ 設備関係支払手形 ※３  5,253   1,353   921  

７ その他   935   1,430   715  

流動負債合計   51,558 49.6  52,499 41.6  46,334 42.8 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   17,550   19,850   18,550  

２ 退職給付引当金   4,451   4,967   4,713  

３ その他   90   0   81  

固定負債合計   22,091 21.3  24,817 19.6  23,345 21.6 

負債合計   73,650 70.9  77,316 61.2  69,679 64.4 

           
（少数株主持分）           

少数株主持分   3,723 3.6  － －  7,831 7.2 

           
（資本の部）           

Ⅰ 資本金   11,636 11.2  － －  11,636 10.7 

Ⅱ 資本剰余金   12,824 12.3  － －  12,824 11.8 

Ⅲ 利益剰余金   2,127 2.1  － －  6,140 5.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   85 0.1  － －  120 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △232 △0.2  － －  50 0.1 

Ⅵ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   26,442 25.5  － －  30,771 28.4 

負債、少数株主持分及び資本合
計   103,816 100.0  － －  108,282 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金   － －  11,636 9.2  － － 

 ２ 資本剰余金   － －  12,824 10.2  － － 

 ３ 利益剰余金   － －  10,858 8.6  － － 

 ４ 自己株式   － －  △0 △0.0  － － 

  株主資本合計   － －  35,319 28.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券評価差額金   － －  104 0.1  － － 

 ２ 繰延ヘッジ損益   － －  △1 △0.0  － － 

 ３ 為替換算調整勘定   － －  △120 △0.1  － － 

評価・換算差額等合計   － －  △17 △0.0  － － 

Ⅲ 少数株主持分   － －  13,667 10.8  － － 

純資産合計   － －  48,969 38.8  － － 

負債純資産合計   － －  126,285 100.0  － － 

            



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   40,033 100.0  50,534 100.0  86,667 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,569 81.4  36,381 72.0  67,685 78.1 

売上総利益   7,463 18.6  14,153 28.0  18,981 21.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１．販売費 ※１ 1,084   1,234   2,244   

２．一般管理費 ※１ 3,764 4,849 12.1 5,170 6,404 12.7 7,766 10,011 11.5 

営業利益   2,614 6.5  7,748 15.3  8,970 10.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  11   16   19   

２．為替差益  207   21   337   

３．設備貸与料  8   3   12   

４．作業屑売却益  281   655   948   

５．持分法による投資利益  26   14   60   

６．その他  41 577 1.4 123 836 1.7 161 1,538 1.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  226   185   439   

２．その他  71 297 0.7 71 257 0.5 124 564 0.7 

経常利益   2,894 7.2  8,328 16.5  9,945 11.5 

Ⅵ 特別利益           

１．持分変動差益  － － － 51 51 0.1 28 28 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産廃却損 ※２ 113   －   115   

２．減損損失 ※３ 108 222 0.5 － － － 108 223 0.3 

税金等調整前中間（当期）
純利益   2,671 6.7  8,379 16.6  9,749 11.2 

法人税、住民税及び事業税  174   2,293   1,459   

法人税等調整額  299 473 1.2 △197 2,096 4.1 280 1,739 1.9 

少数株主利益   △763 △1.9  △1,354 △2.7  △2,411 △2.8 

中間（当期）純利益   1,434 3.6  4,929 9.8  5,598 6.5 

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,824  12,824 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   12,824  12,824 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   847  847 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  1,434 1,434 5,598 5,598 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  150  301  

２．役員賞与  3 154 3 305 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   2,127  6,140 

       

 
株主資本 

資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    （百万円） 11,636 12,824 6,140 △0 30,601 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）   △211 △211 

中間純利益   4,929 4,929 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
    

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － 4,718 － 4,718 

平成18年９月30日 残高    （百万円） 11,636 12,824 10,858 △0 35,319 

 

評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高    （百万円） 120 － 50 170 7,831 38,603

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）     △211

中間純利益     4,929

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
△16 △1 △170 △188 5,836 5,647

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） △16 △1 △170 △188 5,836 10,365

平成18年９月30日 残高    （百万円） 104 △1 △120 △17 13,667 48,969



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

税金等調整前中間（当期）

純利益 
 2,671 8,379 9,749 

減価償却費  5,723 5,635 12,681 

減損損失  108 － 108 

有形固定資産除売却損  255 53 504 

退職給付引当金の増加額  249 231 494 

受取利息及び受取配当金  △13 △18 △22 

支払利息  226 185 439 

投資有価証券売却益  － － △2 

売上債権の増加額  △1,840 △2,394 △3,315 

たな卸資産の増加額  △2,362 △1,264 △3,642 

仕入債務の増加額  1,619 2,262 3,045 

未払金の減少額  △90 △246 △302 

その他  635 1,635 △443 

小計  7,183 14,460 19,291 

利息及び配当金の受取額  14 18 23 

利息の支払額  △251 △168 △452 

法人税等の支払額  △198 △1,431 △330 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 6,747 12,878 18,532 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

有形固定資産の取得による

支出 
 △6,773 △15,075 △21,661 

有形固定資産の売却による

収入 
 3,150 38 3,145 

無形固定資産の取得による

支出 
 △193 △94 △301 

投資有価証券の取得による

支出 
 △1 △1 △3 

投資有価証券の売却による

収入 
 － － 11 

短期貸付金の増減額（純

額） 
 △2,603 △3,800 501 

その他投資の増減額（純

額） 
 26 △20 △28 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △6,395 △18,954 △18,336 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

短期借入金の増減額（純

額） 
 △1,300 2,339 △4,003 

長期借入れによる収入  7,550 3,300 8,550 

長期借入金の返済による支

出 
 △7,550 △3,300 △7,550 

配当金の支払額  △150 △211 △301 

少数株主への株式の発行に

よる収入 
 － 4,664 2,179 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
 △1,451 6,791 △1,126 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
 63 25 △37 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,035 741 △967 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,820 853 1,820 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 784 1,594 853 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社は次の３社でありま

す。 

㈱ケー・ディー・サービス 

Formosa Komatsu Silicon  

Corporation 

Komatsu Silicon Europe N.V. 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社は次の

１社であります。 

㈱サイマックス 

(1）     同左 (1）     同左 

 (2）持分法を適用していない関連

会社 

㈱スーパーシリコン研究所

は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間

連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

(2）持分法を適用していない関連

会社 

同左 

(2）持分法を適用していない関連

会社 

㈱スーパーシリコン研究所

は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち、㈱ケー・ディ

ー・サービス及びKomatsu  

Silicon Europe N.V.の中間決算

日は９月30日であります。また、 

Formosa Komatsu Silicon  

Corporationの中間決算日は６月3

0日でありますが、中間連結財務

諸表の作成にあたっては、９月30

日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

同左 連結子会社のうち、㈱ケー・ディ

ー・サービス及びKomatsu  

Silicon Europe N.V.の決算日は３

月31日であります。また、 

Formosa Komatsu Silicon  

Corporationの決算日は12月31日で

ありますが、連結財務諸表の作成

にあたっては、３月31日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 

(イ）  ────── 

  

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定。） 

イ．有価証券 

(イ）  ────── 

  

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定。） 

イ．有価証券 

(イ）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平

均法により算定。） 

(ロ）その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ロ．デリバティブ 

時価法 

ロ．デリバティブ 

同左 

ロ．デリバティブ 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ．たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

 …主として総平均法による

原価法 

ハ．たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

同左 

ハ．たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

同左 

 原材料・貯蔵品 

 …主として移動平均法によ

る原価法 

原材料・貯蔵品 

同左 

原材料・貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社

は主として所在地国の会計基

準に基づく定率法又は定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 

15年～50年 

機械装置及び運搬具 

５年～８年 

イ．有形固定資産 

同左 

イ．有形固定資産 

同左 

 ロ．無形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定

額法を、また在外連結子会社

は所在地国の会計基準に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づいております。 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 

主として、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち当中間連結会計期間負担分

を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

同左 

ロ．賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は、

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担分を計

上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。 

ハ．退職給付引当金 

同左 

ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ．ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用

しております。 

イ．ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

……先物為替予約 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

……金利スワップ及び先物

為替予約 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

……先物為替予約 

 ヘッジ対象 

……外貨建債権 

ヘッジ対象 

……借入金並びに外貨建債

権 

ヘッジ対象 

……外貨建債権 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ．ヘッジ方針 

主として当社の市場リスク管

理規程に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

為替変動リスクについては、

外貨建債権・債務のネット受

取予想額に対して一定のヘッ

ジ比率を維持しております。 

ハ．ヘッジ方針 

主として当社の市場リスク管

理規程に基づき、金利変動リ

スク及び為替変動リスクをヘ

ッジしております。金利変動

リスクについては、総借入に

占める固定金利建借入比率の

一定割合以上を維持しており

ます。為替変動リスクについ

ては、外貨建債権・債務のネ

ット受取予想額に対して一定

のヘッジ比率を維持しており

ます。 

ハ．ヘッジ方針 

主として当社の市場リスク管

理規程に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

為替変動リスクについては、

外貨建債権・債務のネット受

取予想額に対して一定のヘッ

ジ比率を維持しております。 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております。た

だし、ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する元本・利率・期間

等の重要な条件が同一の場合

は、ヘッジ効果が極めて高い

ことから、ヘッジ有効性の判

断は省略しております。 

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ケ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号平成

15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより、税金等調整前中間

純利益は108百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益

は108百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は35,303百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額は

次のとおりであります。 

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額は

次のとおりであります。 

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 517百万円

機械装置及び運搬具 1,020 

その他 2 

計 1,540 

建物及び構築物 506百万円

機械装置及び運搬具 980 

その他 2 

計 1,489 

建物及び構築物    518百万円

機械装置及び運搬具 1,015 

その他 2 

計 1,536 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行っており

ます。 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行っており

ます。 

 ２．保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入に対し、債務保証を行っており

ます。 

㈱サイマックス 142百万円 ㈱サイマックス    83百万円 ㈱サイマックス    115百万円

 ３．    ───── ※３. 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

 ３．    ───── 

 受取手形 48百万円

支払手形  447百万円

設備関係支払手形  1,031百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりでありま

す。 

給与手当 1,199百万円

研究開発費 1,158 

運賃梱包費 931 

賞与引当金繰入額 261 

減価償却費 222 

退職給付引当金繰入額 54 

研究開発費   1,372百万円

給与手当 1,345 

運賃梱包費 1,093 

賞与引当金繰入額 327 

減価償却費 175 

退職給付引当金繰入額 55 

給与手当 2,795百万円

研究開発費 2,395 

運賃梱包費 1,972 

減価償却費 439 

賞与引当金繰入額 290 

退職給付引当金繰入額 111 

※２．固定資産廃却損は台湾子会社の陳腐化

資産（建設仮勘定)の廃却損でありま

す。 

 ２．    ───── ※２．固定資産廃却損は台湾子会社の陳腐化

資産（建設仮勘定)の廃却損でありま

す。 

※３．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

 ３．    ───── ※３．減損損失 

 当連結会計期間において、当社グル

ープは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(百万円) 

神奈川県 
平塚市 

賃貸用資産 土地 66 

長崎県 
大村市 

遊休資産 土地 42 

 
場所 用途 種類 

減損損失 
(百万円) 

神奈川県 
平塚市 

賃貸用資産 土地 66 

長崎県 
大村市 

遊休資産 土地 42 

 当社グループの資産グループは事業

用資産においては管理会計上の区分ご

とに、遊休資産及び休止資産、賃貸用

資産においては個別単位でグルーピン

グしております。 

 このグルーピングに基づき、固定資

産の減損を検討した結果、地価の下落

により帳簿価格に対し時価が著しく下

落している遊休資産、将来キャッシ

ュ・フローが著しく低い賃貸用資産に

ついて帳簿価格を回収可能価額まで減

損し、当該減少額を減損損失（108百

万円）として特別損失に計上しまし

た。 

 その内訳は、平塚市土地66百万円、

大村市土地42百万円であります。な

お、減損対象とした固定資産の回収可

能価額は市場価格を反映していると考

えられる固定資産税評価額を適用し、

評価しております。 

  当社グループの資産グループは事業

用資産においては管理会計上の区分ご

とに、遊休資産及び休止資産、賃貸用

資産においては個別単位でグルーピン

グしております。 

 このグルーピングに基づき、固定資

産の減損を検討した結果、地価の下落

により帳簿価格に対し時価が著しく下

落している遊休資産、将来キャッシ

ュ・フローが著しく低い賃貸用資産に

ついて帳簿価格を回収可能価額まで減

損し、当該減少額を減損損失（108百 

万円）として特別損失に計上しまし

た。 

 その内訳は、平塚市土地66百万円、

大村市土地42百万円であります。な

お、減損対象とした固定資産の回収可

能価額は市場価格を反映していると考

えられる固定資産税評価額を適用し、

評価しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 30,200,000 － － 30,200,000 

合計 30,200,000 － － 30,200,000 

 自己株式     

   普通株式 47 － － 47 

合計 47 － － 47 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 211 7  平成18年３月31日  平成18年６月23日

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 241 利益剰余金 8  平成18年９月30日  平成18年12月１日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。 

※  現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。 

※  現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。 

（平成17年９月30日） （平成18年９月30日） （平成18年３月31日） 

現金及び預金勘定 784百万円

現金及び現金同等物 784 

現金及び預金勘定  1,594百万円

現金及び現金同等物 1,594 

現金及び預金勘定 626百万円

有価証券 226 

現金及び現金同等物 853 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

4,489 1,773 2,716 

その他有形
固定資産 

706 334 372 

無形固定資
産 

89 22 66 

合計 5,284 2,129 3,154 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

4,232 2,369 1,862 

その他有形
固定資産 

695 384 310 

無形固定資
産 

79 30 49 

合計 5,007 2,784 2,222 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

4,497 2,206 2,291 

その他有形
固定資産 

727 373 353 

無形固定資
産 

87 30 56 

合計 5,312 2,610 2,701 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,022百万円

１年超 2,132 

合計 3,154 

１年内 1,145百万円

１年超 1,077 

合計 2,222 

１年内      979百万円

１年超 1,722 

合計 2,701 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 627百万円

減価償却費相当額 627 

支払リース料 488百万円

減価償却費相当額 488 

支払リース料  1,034百万円

減価償却費相当額 1,034 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 70 213 142 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 70 213 142 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 64 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 73 247 174 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 73 247 174 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 55 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 71 273 201 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 71 273 201 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 55 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 期末残高がないため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における当社及び連結子会社の事業は、シリコ

ンウェーハの製造、販売を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別セグメント情報は作成してお

りません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……ベルギー 

(2）アジア……台湾 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、営業費用のうち消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 31,434 1,858 6,740 40,033 － 40,033 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,655 － 1,668 4,324 (4,324) － 

計 34,090 1,858 8,409 44,357 (4,324) 40,033 

営業費用 32,944 1,857 7,129 41,932 (4,513) 37,418 

営業損益 1,145 0 1,279 2,424 189 2,614 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 39,802 2,382 8,349 50,534 － 50,534 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,762 － 2,263 6,025 (6,025) － 

計 43,565 2,382 10,613 56,560 (6,025) 50,534 

営業費用 37,962 2,373 8,574 48,910 (6,124) 42,785 

営業損益 5,602 8 2,038 7,650 98 7,748 

 
日本 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 68,068 4,049 14,548 86,667 － 86,667 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
5,730 － 3,546 9,276 (9,276) － 

計 73,798 4,049 18,095 95,943 (9,276) 86,667 

営業費用 69,109 4,036 14,229 87,375 (9,678) 77,696 

営業損益 4,689 13 3,866 8,568 402 8,970 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区域に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米……米国、カナダ 

(2）欧州……イギリス、ドイツ、フランス、イタリア他 

(3）アジア……台湾、中国、シンガポール他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,830 2,506 12,231 21,567 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 40,033 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
17.1 6.3 30.5 53.9 

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,700 3,664 15,785 28,150 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 50,534 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に

占める割合（％） 
17.2 7.3 31.2 55.7 

 北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,515 5,825 26,730 48,070 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 86,667 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
17.9 6.7 30.9 55.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

親会社及び主要株主の異動について 

 株式会社ＳＵＭＣＯは、平成18年９月12日開催の取締役会において、当社株式を公開買付けにより取得することを

決議し、当社は、同日開催の取締役会において、当該公開買付けについて賛同の意を表明することを決議いたしまし

た。 

 当該公開買付けは平成18年９月13日から平成18年10月11日まで実施され、株式会社ＳＵＭＣＯが当該公開買付けを

通じて、当社株式を15,402,000株取得した結果、株式会社ＳＵＭＣＯの所有する当社の議決権の総数に対する割合は

51.1％となり、平成18年10月18日をもって当社の親会社及び主要株主に該当することとなりました。 

 また、株式会社小松製作所は、当該公開買付けに応募し、当社株式15,402,000株を譲渡することにより当社の親会

社に該当しないこととなりました。 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 875.57円

１株当たり中間純利益

金額 
47.51円

１株当たり純資産額 1,168.92円

１株当たり中間純利益

金額 
163.23円

１株当たり純資産額 1,018.94円

１株当たり当期純利益

金額 
185.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,434 4,929 5,598 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与額） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,434 4,929 5,598 

期中平均株式数（千株） 30,199 30,199 30,199 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  592   1,421   445   

２ 受取手形 ※５ 264   217   140   

３ 売掛金  15,367   20,010   17,274   

４ たな卸資産  11,762   13,016   12,729   

５ 繰延税金資産  764   1,064   937   

６ 短期貸付金  4,752   5,001   1,251   

７ その他 ※４ 892   590   1,510   

貸倒引当金  △31   △40   △34   

流動資産合計   34,366 38.1  41,281 39.5  34,254 37.3 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 11,419   10,631   11,007   

(2）機械及び装置 ※２ 29,592   26,706   28,226   

(3）土地  3,213   3,213   3,213   

(4）建設仮勘定  320   2,367   979   

(5）その他 ※２ 1,234   1,172   1,182   

有形固定資産合計   45,780 50.8  44,092 42.2  44,609 48.6 

２ 無形固定資産   1,014 1.2  739 0.7  878 1.0 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  8,688   15,430   10,877   

(2）繰延税金資産  3,580   3,481   3,404   

(3）その他  161   168   171   

投資損失引当金  △3,500   △671   △2,448   

貸倒引当金  △4   △4   △4   

投資その他の資産合計   8,925 9.9  18,404 17.6  12,000 13.1 

固定資産合計   55,720 61.9  63,236 60.5  57,488 62.7 

資産合計   90,087 100.0  104,517 100.0  91,742 100.0 

            
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※５ 1,691   2,077   1,667   

２ 買掛金  9,897   12,475   10,811   

３ 短期借入金  14,450   17,650   14,950   

４ 未払金  7,039   5,847   5,990   

５ 未払法人税等  89   2,156   1,296   

６ 賞与引当金  1,153   1,457   1,273   

７ 設備関係支払手形 ※５ 5,253   1,353   921   

８ その他  626   732   549   

流動負債合計   40,200 44.6  43,748 41.9  37,459 40.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  17,550   19,850   18,550   

２ 退職給付引当金  4,102   4,545   4,320   

固定負債合計   21,652 24.1  24,395 23.3  22,870 24.9 

負債合計   61,853 68.7  68,143 65.2  60,330 65.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   11,636 12.9  － －  11,636 12.7 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  12,824   －   12,824   

資本剰余金合計   12,824 14.2  － －  12,824 14.0 

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未処分利益  3,687   －   6,831   

利益剰余金合計   3,687 4.1  － －  6,831 7.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   85 0.1  － －  120 0.1 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   28,233 31.3  － －  31,412 34.2 

負債資本合計   90,087 100.0  － －  91,742 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   － －  11,636 11.1  － － 

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金  －   12,824   －   

資本剰余金合計   － －  12,824 12.3  － － 

３ 利益剰余金           

(1）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  －   11,811   －   

利益剰余金合計   － －  11,811 11.3  － － 

４ 自己株式   － －  △0 △0.0  － － 

株主資本合計   － －  36,271 34.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価差額金   － －  103 0.1  － － 

２ 繰延ヘッジ損益   － －  △1 △0.0  － － 

評価・換算差額等合計   － －  102 0.1  － － 

純資産合計   － －  36,374 34.8  － － 

負債純資産合計   － －  104,517 100.0  － － 

            



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   33,484 100.0  42,695 100.0  72,557 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  28,255 84.4  32,734 76.7  59,507 82.0 

売上総利益   5,229 15.6  9,961 23.3  13,050 18.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  4,460 13.3  4,938 11.5  9,166 12.6 

営業利益   769 2.3  5,022 11.8  3,883 5.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  8   8   11   

２．その他  382 391 1.2 483 491 1.1 887 899 1.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  164   162   307   

２．その他  33 197 0.6 43 205 0.5 71 379 0.5 

経常利益   962 2.9  5,308 12.4  4,403 6.1 

Ⅵ 特別利益           

１．投資損失引当金戻入額  － － － 1,777 1,777 4.2 1,052 1,052 1.4 

Ⅶ 特別損失           

１．減損損失 ※２ 108 108 0.3 － － － 108 108 0.1 

税引前中間(当期)純利益   854 2.6  7,085 16.6  5,347 7.4 

法人税、住民税及び事業税  40   2,085   1,258   

法人税等調整額  348 389 1.2 △191 1,894 4.4 328 1,587 2.2 

中間（当期）純利益   465 1.4  5,191 12.2  3,760 5.2 

前期繰越利益   3,221   －   3,221  

中間配当額   －   －   150  

中間（当期）未処分利益   3,687   －   6,831  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 

資本準備金
資本
剰余金 
合計 

その他利益
剰余金 

利益
剰余金 
合計 繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高    （百万円） 11,636 12,824 12,824 6,831 6,831 △0 31,291

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）   △211 △211   △211

中間純利益   5,191 5,191   5,191

株主資本以外の項目の中間会計期間中の

変動額（純額） 
    

中間会計期間中の変動額合計  （百万円） － － － 4,979 4,979 － 4,979

平成18年９月30日 残高    （百万円） 11,636 12,824 12,824 11,811 11,811 △0 36,271

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高    （百万円） 120 － 120 31,412

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △211

中間純利益   5,191

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変

動額（純額） 
△16 △1 △18 △18

中間会計期間中の変動額合計  （百万円） △16 △1 △18 4,961

平成18年９月30日 残高    （百万円） 103 △1 102 36,374



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定。) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算

定。) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定。) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

 …総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品 

同左 

 原材料・貯蔵品 

 …移動平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 

同左 

原材料・貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物 

15年～50年 

機械及び装置 

5年～ 7年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）投資損失引当金 

関係会社等への投資に係る損

失に備えるため、資産内容等

を勘案して必要額を計上して

おります。 

(2）投資損失引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

同左 

 (3）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち当中間会計期間負担分を計

上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のう

ち当期負担分を計上しており

ます。 

 (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務見込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たし

ている場合は特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しております。なお、為替

予約については振当処理の要

件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…先物為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ及

び先物為替予約 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…先物為替予約 

 ヘッジ対象…外貨建債権 ヘッジ対象…借入金並びに外

貨建債権 

ヘッジ対象…外貨建債権 

 (3）ヘッジ方針 

当社の市場リスク管理規程に

基づき、為替変動リスクをヘ

ッジしております。為替変動

リスクについては、外貨建債

権・債務のネット受取予想額

に対して一定のヘッジ比率を

維持しております。 

(3）ヘッジ方針 

当社の市場リスク管理規程に

基づき、金利変動リスク及び

為替変動リスクをヘッジして

おります。金利変動リスクに

ついては、総借入に占める固

定金利建借入比率の一定割合

以上を維持しております。 

為替変動リスクについては、

外貨建債権・債務のネット受

取予想額に対して一定のヘッ

ジ比率を維持しております。 

(3）ヘッジ方針 

当社の市場リスク管理規程に

基づき、為替変動リスクをヘ

ッジしております。為替変動

リスクについては、外貨建債

権・債務のネット受取予想額

に対して一定のヘッジ比率を

維持しております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております。た

だし、ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する元本・利率・期間

等の重要な条件が同一の場合

は、ヘッジ効果が極めて高い

ことから、ヘッジ有効性の判

断は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に

ついて、個別取引毎のヘッジ

効果を検証しております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより、税引前中間純利益は108

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによ

り、税引前中間純利益は108百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は36,375百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

125,967百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

       132,697百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

      129,175百万円 

※２．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額

は、次のとおりであります。 

※２．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額

は、次のとおりであります。 

※２．国庫補助金により、有形固定資産の取

得価額から控除している圧縮記帳額

は、次のとおりであります。 

建物 235百万円

機械及び装置 1,020 

その他 285 

計 1,540 

建物    235百万円

機械及び装置 980 

その他 273 

計 1,489 

建物    235百万円

機械及び装置 1,015 

その他 285 

計 1,536 

 ３．偶発債務 

債務保証 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

 ３．偶発債務 

債務保証 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

 ３．偶発債務 

債務保証 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

㈱サイマックス 142百万円 ㈱サイマックス    83百万円 ㈱サイマックス    115百万円

※４．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び預り消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

 ５．    ───── ※５. 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間

期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

 ５．    ───── 

 受取手形 48百万円

支払手形  447百万円

設備関係支払手形  1,031百万円

 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産 4,192百万円

無形固定資産 241 

有形固定資産 4,270百万円

無形固定資産 198 

有形固定資産     9,296百万円

無形固定資産 468 

※２．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 ２．    ────── ※２．減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（百万円） 

神奈川県 
平塚市 

賃貸用資産 土地 66 

長崎県 
大村市 

遊休資産 土地 42 

 
場所 用途 種類 

減損損失 
（百万円）

神奈川県 
平塚市 

賃貸用資産 土地 66 

長崎県 
大村市 

遊休資産 土地 42 

 当社の資産グループは事業用資産にお

いては管理会計上の区分ごとに、遊休資

産及び休止資産、賃貸用資産においては

個別単位でグルーピングしております。 

 このグルーピングに基づき、固定資産

の減損を検討した結果、地価の下落によ

り帳簿価格に対し時価が著しく下落して

いる遊休資産、将来キャッシュ・フロー

が著しく低い賃貸用資産について帳簿価

格を回収可能価額まで減損し、当該減少

額を減損損失（108百万円）として特別

損失に計上しました。 

 その内訳は、平塚市土地66百万円、大

村市土地42百万円であります。なお、減

損対象とした固定資産の回収可能価額は

市場価格を反映していると考えられる固

定資産税評価額を適用し、評価しており

ます。 

  当社の資産グループは事業用資産にお

いては管理会計上の区分ごとに、遊休資

産及び休止資産、賃貸用資産においては

個別単位でグルーピングしております。 

 このグルーピングに基づき、固定資産

の減損を検討した結果、地価の下落によ

り帳簿価格に対し時価が著しく下落して

いる遊休資産、将来キャッシュ・フロー

が著しく低い賃貸用資産について帳簿価

格を回収可能価額まで減損し、当該減少

額を減損損失（108百万円）として特別 

損失に計上しました。 

 その内訳は、平塚市土地66百万円、大

村市土地42百万円であります。なお、減

損対象とした固定資産の回収可能価額は

市場価格を反映していると考えられる固

定資産税評価額を適用し、評価しており

ます。 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 普通株式 47 － － 47 

     合計 47 － － 47 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び装
置 

4,451 1,752 2,698 

その他有形
固定資産 

713 342 370 

無形固定資
産 

89 22 66 

合計 5,253 2,118 3,135 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

4,185 2,349 1,835 

その他有形
固定資産 

679 382 296 

無形固定資
産 

79 30 49 

合計 4,943 2,763 2,180 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

4,448 2,185 2,263 

その他有形
固定資産 

693 365 328 

無形固定資
産 

112 40 71 

合計 5,254 2,591 2,663 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,016百万円

１年超 2,119 

合計 3,135 

１年内 1,132百万円

１年超 1,047 

合計 2,180 

１年内     967百万円

１年超 1,695 

合計 2,663 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 624百万円

減価償却費相当額 624 

支払リース料 482百万円

減価償却費相当額 482 

支払リース料  1,025百万円

減価償却費相当額 1,025 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

親会社及び主要株主の異動について 

 株式会社ＳＵＭＣＯは、平成18年９月12日開催の取締役会において、当社株式を公開買付けにより取得することを

決議し、当社は、同日開催の取締役会において、当該公開買付けについて賛同の意を表明することを決議いたしまし

た。 

 当該公開買付けは平成18年９月13日から平成18年10月11日まで実施され、株式会社ＳＵＭＣＯが当該公開買付けを

通じて、当社株式を15,402,000株取得した結果、株式会社ＳＵＭＣＯの所有する当社の議決権の総数に対する割合は

51.1％となり、平成18年10月18日をもって当社の親会社及び主要株主に該当することとなりました。 

 また、株式会社小松製作所は、当該公開買付けに応募し、当社株式15,402,000株を譲渡することにより当社の親会

社に該当しないこととなりました。 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成18年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………241百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………８円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…平成18年12月１日 

（注）平成18年９月30日現在の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載または記録された株主（実質株主

を含む）または登録株式質権者に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第61期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成18年10月18日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規定に基

づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月15日 

コマツ電子金属株式会社    

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 美晃  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 
コマツ電子金属株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４
月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中
間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連
結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示
がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて
追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、コマツ電子金属株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 
 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中
間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年12月15日 

コマツ電子金属株式会社    

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 美晃  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 
コマツ電子金属株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４
月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中
間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表
の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連
結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示
がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて
追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた
めの合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、コマツ電子金属株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 
 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当会計期間から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 
 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社SUMCOが公開買付けを通じて、会社の株式を51.1%（議決権の総

数に対する割合）を取得し、同社は親会社及び主要な株主に該当することになった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月15日 

コマツ電子金属株式会社    

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 美晃  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 
コマツ電子金属株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成17年４月
１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査
を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見
を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財
務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監
査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な
基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、コマツ電子金属株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月
１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 
 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中
間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年12月15日 

コマツ電子金属株式会社    

 取締役会 御中   

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 美晃  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 
コマツ電子金属株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成18年４月
１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等
変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か
ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財
務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監
査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な
基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、コマツ電子金属株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月
１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 
 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当会計期間から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 
 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社SUMCOが公開買付けを通じて、会社の株式を51.1%（議決権の総

数に対する割合）を取得し、同社は親会社及び主要な株主に該当することになった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。 
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